
香川県営業継続応援金 

（２）関連事業者等向け【申請受付要項】 

【受付期間】 

令和３年４月 27 日（火）から令和３年６月 15 日（火）まで 

（令和３年６月 15 日（火）の当日消印有効です。） 

【受付方法】 

・申請書類は、簡易書留など送達が確認できる方法で郵送してください。 

・感染拡大防止の観点から、営業継続応援金事務局や県庁への持参による申請は 

できません。 

＜宛先＞〒７６０-００１７ 高松市番町１丁目２番 26号 トキワ番町ビル４階 

香川県営業継続応援金事務局 宛 

≪郵送前にご確認ください≫ 

・差出人の住所・氏名を封筒に必ず記載してください。 

・送料は申請者の方がご負担ください。 

・提出いただいた申請書類は返却いたしません。 

【申請書類の入手方法】 

香川県営業継続応援金事務局のホームページ（ https://kagawa-ouen.com ） 

から、必要書類をダウンロードして下さい。 

・香川県庁東館受付横の配布場所、各県民センター（東讃・小豆・中讃・西讃）、 

市町の商工担当課でも申請書類を配布しています。 

※配布場所ではお問い合わせに対応しておりませんので、ご質問等は下記「香川県 

営業継続応援金コールセンター」までお問い合わせください。 

【お問い合わせ先】 

ご不明な点は下記コールセンターにお問い合わせ下さい。 

香川県営業継続応援金コールセンター ☎０８７－８１３－３２４７ 
開設期間： 

令和３年４月 27日（火）～５月２日（日） ９時～17時 30分（土日祝日含む） 

令和３年５月６日（木）～６月 15日（火） ９時～17時 30分（平日のみ） 

 

 

 

 

申請受付要項・・・・p.１～p.14 

記載例・・・・・・・p.15～p.26 

目次 

※申請書等の様式は、この要項の最後に添付しています。 
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香川県営業継続応援金 

（２）関連事業者等向け 【申請受付要項】 

令和３年４月 27 日 

１ 趣旨
 

国の緊急事態宣言の再度の発出（令和３年１月）や県内における新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大を受け、県民の外出機会が減少したことにより、大きな

影響を受けた飲食事業者や関連事業者等の営業継続を支援するため、香川県営業

継続応援金（以下「応援金」という。）を支給するものです。 

２ 支給対象・支給要件
 

【支給対象】 

応援金の支給対象は、香川県内に事業所（個人事業主の場合は住居又は事業

所）を有する中小企業（※１）、中堅企業等（※２）又は個人事業主で、次の①

～③のいずれかに該当する事業者とします。 

① 香川県内の飲食事業者と直接又は間接の取引がある 

② 主に対面で個人向けに商品・サービスを提供している 

③ 主に対面で個人向けに商品・サービスを提供している香川県内の事業者と直

接の取引がある 

◎ この応援金の「（１）飲食事業者向け」と「（２）関連事業者等向け」の併給

はできません。支給要件をどちらも満たす場合はどちらか一方を選択して申請

をしてください。 

(※１)中小企業とは、中小企業基本法第２条第１項に定める中小企業者をいう。 

(※２)中堅企業等とは、中小企業者に該当しない事業者で、次の（１）又は（２）のうちいず

れかを満たす法人（国内に本店又は主たる事務所を有する設立登記法人）をいう。ただし、

組合若しくはその連合会又は一般社団法人については、その直接又は間接の構成員たる事業

者の３分の２以上が個人又は次の（１）又は（２）のうちいずれかを満たす法人であるこ

と。 

（１）資本金の額又は出資の総額1が 10億円未満であること 

（２）資本金の額又は出資の総額が定められていない場合は、常時使用する従業員2の数が

2,000人以下であること 

                                                   
1 「基本金」を有する法人の場合は「基本金の額」、一般財団法人の場合は「当該法人に拠出されている財産の額」と読

み替える。 

2 「常時使用する従業員」とは、労働基準法第 20 条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」を指す。（パー

ト、アルバイト、派遣社員、契約社員、非正規社員及び出向者については、当該条文をもとに個別に判断。会社役員及

び個人事業主は予め解雇の予告を必要とする者に該当しないため、「常時使用する従業員」には該当しない。） 

（２）関連事業者等向け 
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【支給要件】 

支給要件は、次の（ア）から（ウ）までの全ての要件を満たすこととします。 

（ア） 国の緊急事態宣言の再度の発出や香川県内における新型コロナウイルス

感染症の感染拡大に伴う県民の外出機会の減少による直接的な影響を受

け、令和３年１月と２月の事業者としての県内事業所での売上の合計額

が、対前年同期比で 50％以上減少していること（※１）（鳥インフルエン

ザ発生の影響などによる売上の減少は、本応援金の支給対象外となりま

す。） 

（イ） 令和２年 11 月１日以前から事業を継続しており、今後も事業を継続す

る意思を有すること（令和２年 11 月２日以降に事業を開始した場合は本

応援金の支給対象となりません） 

（ウ） 感染拡大予防ガイドライン（※２）に基づいた感染防止対策の取組みを

行っており、その旨を事務所の入り口等に掲示していること(※３) 

 

（※１）売上減少率の計算方法 

A=事業者としての県内事業所での令和２年１月と２月の売上の合計額 

B=事業者としての県内事業所での令和３年１月と２月の売上の合計額 

（A－B）÷A×100＝売上減少率(％) 

売上減少率が 50％以上であれば支給要件を満たします。 

◎ 令和２年１月２日から令和２年 11 月１日までの間に事業を開始した場

合の取扱い（創業特例）は 12 頁～13 頁をご覧ください。 

（※２）業種ごとの感染拡大予防ガイドライン一覧については、以下の URL

（内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室 HP）をご参照くださ

い。 

https://corona.go.jp/prevention/pdf/guideline.pdf 

（※３）店舗入り口等に掲示する様式については、以下の URL（香川県 HP）の 

掲示様式「新型コロナウイルスうつらない、うつさない」も参考にしてく

ださい（この様式に限らず、任意の様式による掲示でも可）。 

https://www.pref.kagawa.lg.jp/kenkosomu/kikikanri/covid19_poster02.

html 

 

 

（２）関連事業者等向け 
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【支給対象外となる場合】 

以下の（ア）～（ウ）のいずれかに該当する事業者は応援金の支給対象となり

ません。 

（ア） 法人税法別表第１に掲げる公共法人、政治団体、宗教上の組織・団体 

（イ） 香川県補助金等交付規則第５条の２各号（※）に掲げる者 

（ウ） （ア）、（イ）に掲げる者のほか、支給することが適当でないと知事が認

める者 

（※） 香川県補助金等交付規則 

第５条の２ 知事は、前条の規定にかかわらず、補助金等の交付の申請をした者が次の

各号のいずれかに該当することが判明したときは、知事が別に定める場合を除き、補

助金等の交付の決定をしないものとする。 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(２) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。） 

(３) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

３ 支給額
 

応援金の支給額は、１事業者当たり 20 万円を上限として、次の計算式により

算出した額とします。 

支給額＝ 令和２年１月と２月の県内事業所における売上の合計額 － 

令和３年１月と２月の県内事業所における売上の合計額 

（1,000 円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額） 

 

※創業特例については 12 頁をご覧ください。 

 

  

（２）関連事業者等向け 
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４ 申請に必要な書類
 

申請書類は、Ａ４の用紙に片面印刷したものをご利用ください。 

添付する書類の写しについても、可能な限りＡ４サイズでお願いします。 

（１）香川県営業継続応援金申請書(第１号様式(その２))【記載例 p.15～16】 

・「記載例」をご覧のうえ、必要事項をご記入ください。 

・手書きの場合は、ペン又はボールペンで記載してください（消せるボールペンは不可）。 

（２）売上減少申告書（第２号様式（その２－１））【記載例 p.17】 

・顧問契約を締結している税理士又は公認会計士が事前に売上減少申告書の内容を確認した場

合には、必要書類（３）「売上高が確認できる書類」の提出を省略することが可能です。 

・事務局の申請サポートセンター（TEL: 087-813-3247）において書類を事前確認させていた

だき、必要な助言等を行うことが可能です。申請サポートセンターは予約制ですので、必ず

事前に電話で日時を予約のうえ、お越しください。 

・税理士、公認会計士又は申請サポートセンターにより確認を受ける際には、売上減少申告書

に必要事項を記載のうえ、令和２年１月～２月と令和３年１月～２月の事業者としての県内

事業所での売上高が確認できる書類を準備してください。 

・税理士又は公認会計士の確認署名を取得せず、申請書に必要書類（３）を添付し、そのまま

応援金事務局に提出いただいても結構です。 

・令和２年１月２日から令和２年 11 月１日までの間に事業を開始した場合は第２号様式（その

２－２）売上減少申告書(関連事業者等用：創業特例分)に記載してください【記載例 p.18】。 

（３）令和２年１月～２月と令和３年１月～２月の事業者としての県内事業所で

の売上高が確認できる下記のいずれかの書類 

・売上高を確認できる総勘定元帳等の写し 

・経理ソフトから抽出し、又は表計算ソフト等で作成した売上データを出力した書面 

・売上台帳等の写し 

・令和３年１月～２月に係る売上がゼロ（０円）である場合は、その理由を記した理

由書(任意様式) 

以下の①又は②に該当する場合は上記書類の全部又は一部の提出が不要です。 

① （２）で提出する「売上減少申告書(第２号様式(その２)）」に税理士又は公認会計

士の確認署名がある場合→（３）の書類全部の提出が不要 

② （４）で提出する「法人事業概況説明書」の「月別の売上高等の状況」又は「所得

税青色申告決算書」の「月別売上（収入）金額及び仕入金額」で事業者としての県内

事業所での令和２年の月別の売上が確認できる場合 

→（３）のうち、令和２年１月～２月分の書類の提出が不要 

 

（２）関連事業者等向け 
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（４）令和２年１月～２月分を含む期間の確定申告書類 

税務署に提出した以下の書類の写しがそれぞれ必要です。 

（税務署の受付印の有無は問いません。） 

【法人の場合】 

・「法人税確定申告書（事業年度分の法人税申告書別表一）」【p.７～８参照】 

・「法人事業概況説明書（１頁～２頁）」【p.９参照】 

【個人事業主の場合】※マイナンバーの部分を全て黒塗りしてください。 

（青色申告の場合） 

・「所得税及び復興特別所得税の申告書Ｂ（第一表及び第二表）」【p.10参照】 

・「所得税青色申告決算書（１頁～４頁）」【p.11参照】 

（白色申告の場合） 

・「所得税及び復興特別所得税の申告書Ｂ（第一表及び第二表）」【p.10参照】 

・「収支内訳書（１頁～２頁）」【p.11参照】 

なお、確定申告義務が無い場合やその他合理的な事由がある場合は、住民税の申告書の控え

の写しを提出してください。 

（５）該当要件申告書（第２－２号様式）【記載例 p.19～23】 

・「記載例」をご覧のうえ、必要事項をご記入ください。 

（６）該当要件申告書に記載の取引先との取引が確認できる書類 

・例：発注書、納品書、請求書、取引先からの入金が確認できる書類等 

・該当要件申告書に記載の全ての取引先について、取引が確認できる書類を添付してください。 

（７）誓約書（第３号様式（その２））【記載例 p.24】 

・誓約内容を確認のうえ、申請者(法人の場合はその代表者)が自筆で署名をしてください。 

（８）応援金の振込口座の通帳等の写し 

・振込口座は、申請者が法人の場合は当該法人名義の口座、申請者が個人事業主の場合は当該

個人事業主本人の名義の口座に限ります。 

・預金通帳の口座名義人、金融機関名、金融機関の（支）店名、預金の種目及び口座番号が記

載されたページの写しをご提出ください。インターネットバンキングの場合、これらの事項

が記載されたページを印刷してご提出ください。 

（９）（香川県外に主たる事務所を置く事業者のみ）香川県税事務所に提出した

「法人県民税・事業税・地方法人特別税確定申告書」の写し 

・香川県内に主たる事務所を置く事業者は提出不要です。 

（10）（個人事業主の場合のみ）本人確認書類の写し 

・本人確認書類（運転免許証、パスポート、保険証等）に記載の住所が、申請者の現住所と一

致する書類の写しをご準備ください。 

・マイナンバーカードの場合、オモテ面の写しのみを提出してください。 

マイナンバーが記載されたウラ面の写しは送付しないでください。 

（11）チェックリスト【記載例 p.25～26】 

（２）関連事業者等向け 
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５ 申請書の審査
 

・ 申請書の内容について、事務局の審査担当者から問い合わせをさせていただく

場合がありますので、ご協力ください。 

・ 必要な書類が全てそろっていない場合、事務局から不足している書類の提出を

お願いします。事務局が指定した期日までに必要な書類の提出がないときは、申

請を取り下げたものとみなしますのでご注意ください。 

・ 申請書の審査の結果、応援金の支給又は不支給が決定したときは、支給又は不

支給に関する通知を、申請者の所在地又は住所あてに送付します。 

６ 応援金の支払い
 

・ できる限り早期の支払いに努めますが、申請書等に不備がある場合には、時間

を要する場合があります。 

・ 応援金は、申請書に記載された振込口座に振り込みます。振込名義は「カガワ

ケンエイギョウオウエンキン」とする予定です。 

 なお、応援金の支払いは、県から事務局（運営事業者）を通じて行います。 
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添付書類の見本 

●「４ 申請に必要な書類」のうち、 

「（４）令和２年１月～２月分を含む期間の確定申告書類」の見本は以下のとおりです。 

【中小企業、中堅企業等の場合】 

「法人税確定申告書（事業年度分の法人税申告書別表一）」（青色申告の場合） 

  

（２）関連事業者等向け 
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「法人税確定申告書（事業年度分の法人税申告書別表一）」（白色申告の場合） 

  

（２）関連事業者等向け 
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「法人事業概況説明書（１頁～２頁）」 

 

 

  

（２）関連事業者等向け 
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【個人事業主の場合】 

「所得税及び復興特別所得税の申告書Ｂ（第一表及び第二表）」 

※マイナンバー（個人番号）の部分を全て黒塗りしてください 

 

  

（２）関連事業者等向け 
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「所得税青色申告決算書（１頁～４頁）」（青色申告の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「収支内訳書（１頁～２頁）」（白色申告の場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）関連事業者等向け 
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創業特例について
 

令和２年１月２日から令和２年 11 月１日までの間に事業を開始した場合の取

扱いは以下のとおりです。令和２年 11 月２日以降に事業を開始した場合は本応

援金の支給対象となりません。 

【支給要件】 

（１）令和２年１月２日から令和２年７月１日までの間に事業を開始した場合 

事業者としての県内事務所での売上について、令和３年１月と２月の売上の合

計額が（令和２年７月から 12 月の期間における月平均売上）×２【特例額】と

比較して 50％以上減少していること 

（２）令和２年７月２日から令和２年 11月１日までの間に事業を開始した場合 

事業者としての県内事務所での売上について、令和３年１月と２月の売上の合

計額が（事業を開始した月の翌月（但し、月の初日に事業を開始した場合にあっ

ては当該月）から 12 月の期間における月平均売上）×２【特例額】と比較して

50％以上減少していること 

 

【支給額】 

応援金の支給額は、１事業者当たり上限 20万円を上限として、次の計算式に

より算出した額とします。 

支給額＝ 上記の【特例額】 

 － 令和３年１月と２月の県内事業所における売上の合計額 

（1,000 円未満の端数を生じたときはこれを切り捨てた額） 

  

（２）関連事業者等向け 
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【「４ 申請に必要な書類」（３）（４頁）「令和２年１月～２月と令和３年１月～２

月の事業者としての県内事業所での月別の売上高が確認できる下記のいずれかの書

類」に代わって提出いただく書類】 

◎ 上記の【特例額】と令和３年１月～２月の事業者としての県内事業所での売

上高が確認できる下記のいずれかの書類 

・売上高を確認できる総勘定元帳等の写し 

・経理ソフトから抽出し、又は表計算ソフト等で作成した売上データを出力した書面 

・売上台帳等の写し 

・令和３年１月～２月に係る売上がゼロ（０円）である場合は、その理由を記した理

由書(任意様式) 

以下の①又は②に該当する場合は上記書類の全部又は一部の提出が不要です。 

① 「４ 申請に必要な書類」（２）（４頁）で提出する「売上減少申告書(第２

号様式(その２－２)）」に税理士又は公認会計士の確認署名がある場合→上記

書類全部の提出が不要 

② 「４ 申請に必要な書類」（４）（５頁）で提出する「法人事業概況説明書」

の「月別の売上高等の状況」又は「所得税青色申告決算書」の「月別売上（収

入）金額及び仕入金額」で事業者としての県内事業所での令和２年の月別の売

上が確認できる場合→上記書類のうち、令和２年分の書類の提出が不要 

  

（２）関連事業者等向け 
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日本標準産業分類（中分類）一覧

01 農業 50 各種商品卸売業
02 林業 51 繊維・衣服等卸売業
03 漁業(水産養殖業を除く) 52 飲食料品卸売業
04 水産養殖業 53 建築材料、鉱物・金属材料等卸売業
05 鉱業、採石業、砂利採取業 54 機械器具卸売業
06 総合工事業 55 その他の卸売業
07 職別工事業(設備工事業を除く) 56 各種商品小売業
08 設備工事業 57 織物・衣服・身の回り品小売業
09 食料品製造業 58 飲食料品小売業
10 飲料・たばこ・飼料製造業 59 機械器具小売業
11 繊維工業 60 その他の小売業
12 木材・木製品製造業(家具を除く) 61 無店舗小売業
13 家具・装備品製造業 62 銀行業
14 パルプ・紙・紙加工品製造業 63 協同組織金融業
15 印刷・同関連業 64 貸金業、クレジットカード業等非預金信用機関
16 化学工業 65 金融商品取引業、商品先物取引業
17 石油製品・石炭製品製造業 66 補助的金融業等
18 プラスチック製品製造業(別掲を除く) 67 保険業(保険媒介代理業、保険サービス業を含む)
19 ゴム製品製造業 68 不動産取引業
20 なめし革・同製品・毛皮製造業 69 不動産賃貸業・管理業
21 窯業・土石製品製造業 70 物品賃貸業
22 鉄鋼業 71 学術・開発研究機関
23 非鉄金属製造業 72 専門サービス業(他に分類されないもの)
24 金属製品製造業 73 広告業
25 はん用機械器具製造業 74 技術サービス業(他に分類されないもの)
26 生産用機械器具製造業 75 宿泊業
27 業務用機械器具製造業 76 飲食店
28 電子部品・デバイス・電子回路製造業 77 持ち帰り・配達飲食サービス業
29 電気機械器具製造業 78 洗濯・理容・美容・浴場業
30 情報通信機械器具製造業 79 その他の生活関連サービス業
31 輸送用機械器具製造業 80 娯楽業
32 その他の製造業 81 学校教育
33 電気業 82 その他の教育、学習支援業
34 ガス業 83 医療業
35 熱供給業 84 保健衛生
36 水道業 85 社会保険・社会福祉・介護事業
37 通信業 86 郵便局
38 放送業 87 協同組合(他に分類されないもの)
39 情報サービス業 88 廃棄物処理業
40 インターネット付随サービス業 89 自動車整備業
41 映像・音声・文字情報制作業 90 機械等修理業(別掲を除く)
42 鉄道業 91 職業紹介・労働者派遣業
43 道路旅客運送業 92 その他の事業サービス業
44 道路貨物運送業 93 政治・経済・文化団体
45 水運業 94 宗教
46 航空運輸業 95 その他のサービス業
47 倉庫業 96 外国公務
48 運輸に附帯するサービス業 97 国家公務
49 郵便業(信書便事業を含む) 98 地方公務

99 分類不能の産業

参考 
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（※）日本標準産業分類一覧は申請受付要項 14頁をご参照ください。 

第１号様式（その２）（第６条関係） 

 

                             

申請日 令和 ３ 年 ４ 月 27 日 

 香川県知事 殿 

香川県営業継続応援金申請書(関連事業者等用) 

香川県営業継続応援金支給要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。 

【申請者の情報】 

申
請
者
の
種
別
（
い
ず
れ
か
に
記
入
） 

法人 

の場合 

所在地 

（主たる事務

所の所在地） 

〒 7 6 0 － 0 0 0 0 香川 
都・道 

府・県 
高松 

市・区 

 郡 

○○町○丁目○－○○ 

フリガナ カブシキガイシャマルマル 

法人名 株式会社○○ 

代表者職名 代表取締役社長 

フリガナ カガワ タロウ 

代表者氏名 香川 太郎 

常時雇用する

従業員数 
10人  資本金 10,000,000 円  

業種 (日本標準産業分類)中分類 飲食料品卸売業 

法人番号 

（13桁） 
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ ０ １ ２ ３ 

フリガナ カガワ ハナコ 
担当者 

電話番号 
０８７－○○○－○○○○ 

担当者氏名 香川 花子 

担当者 

メールアドレス 
○○○＠○○○○.○○.○○ 

個人 

事業主 

の場合 

住所 

（代表者の 

自宅住所） 

〒    －      
都・道 

府・県 
 

市・区 

 郡 

 

フリガナ  
生年 

月日 

Ｔ． Ｓ． Ｈ． 

年  月  日 氏名  

業種 (日本標準産業分類)中分類  

電話番号 －       － 

メールアドレス  

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 
申請書（関連事業者等用） 

記載例 

手書きの場合、ペン又はボールペン（消せるボールペンは使用不可）で 

記載してください。 
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【応援金請求額】 

応援金請求額（合計） 200,000 円 

 

【振込口座】 
申請者が法人の場合は当該法人名義の口座、個人事業主の場合は当該個人事業主本人名義の 

口座に限ります。 

金融機関名 ○○銀行 
 

支店名 △△支店 

金融機関コード １ ２ ３ ４ 支店コード １ ２ ３ 

預金種目 

(いずれかに✓) 
☑ 普通      □ 当座 

 

口座番号 ０ １ ２ ３ ４ ５ ６ 

フリガナ カ）マルマル 

口座名義 株式会社○○ 

（※）金融機関コード、支店コードは「金融機関コード一覧」にてご確認ください。 

  

申請書（関連事業者等用） 
受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

記載例 
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第２号様式（その２－１）（第６条関係） 

 

 

売上減少申告書(関連事業者等用：通常分) 

 

【申請者記入欄】 

所在地 香川県高松市○○町○丁目○－○○              

法人名・屋号 株式会社○○                     

代表者氏名 香川 太郎                       

売上高の減少状況 

令和２年１月の売上高 500,000円 令和３年１月の売上高 200,000円 

令和２年２月の売上高 500,000円 令和３年２月の売上高 200,000円 

令和２年１月と２月の

売上高合計 
1,000,000円(Ａ) 

令和３年１月と２月の

売上高合計 
400,000円(Ｂ) 

売上高の減少額 

（Ａ）－（Ｂ） 
600,000円(Ｃ) 

減少比率 

（Ｃ）÷（Ａ）×100 

60 ％(≧50％) 

小数点第１位以下は切捨て 

応援金の額 

（Ｃ） 
200,000 円 (1,000円未満は切捨て) 

（※）店舗ごとの売上高ではなく、法人または個人における事業全体の県内事業所での売上高について

記載してください。 

【確認者記入欄】 

上記「売上高の減少状況」について事実と相違ない旨を確認しました。 

令和３年  月  日 

税理士名・公認会計士名                       

（税理士又は公認会計士が自筆で署名してください。押印は不要です。） 

登録番号                              

事務所の名称                            

住所又は所在地                           

電話番号                              

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 売上減少申告書（関連事業者等用） 

顧問契約を締結している税理

士、公認会計士、又は申請サポート

センターの税理士が事前に売上減

少申告書の内容を確認した場合に

は、必要書類（３）「売上高が確認

できる書類」の提出を省略するこ

とが可能です。 

税理士又は公認会計士の確認署

名を取得せず、申請書に必要書類

（３）を添付し、そのまま応援金事

務局に提出いただいても結構で

す。 

詳しくは申請受付要項の４頁を

ご参照ください。 

記載例 

(上限額 20万円) 
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第２号様式（その２－２）（第６条関係） 

 

 

売上減少申告書(関連事業者等用：創業特例分) 

 

【申請者記入欄】 

所在地 香川県高松市○○町○丁目○－○○              

法人名・屋号 株式会社○○                     

代表者氏名 香川 太郎                       

売上高の減少状況 

創業日 令和２年 10月 21日 令和３年１月の売上高 50,000円 

創業特例（申請受付 

要項 12頁に記載）の 

【特例額】 

250,000円(Ａ) 

令和３年２月の売上高 50,000円 

令和３年１月～２月の

売上高合計 
100,000円(Ｂ) 

売上高の減少額 

（Ａ）－（Ｂ） 
150,000円(Ｃ) 

減少比率 

（Ｃ）÷（Ａ）×100 

60 ％(≧50％) 

小数点第１位以下は切捨て 

応援金の額 

（Ｃ） 
150,000 円 (1,000円未満は切捨て) 

（※）店舗ごとの売上高ではなく、法人または個人における事業全体の県内事業所での売上高について

記載してください。 

【確認者記入欄】 

上記「売上高の減少状況」について事実と相違ない旨を確認しました。 

令和３年 月 日 

税理士名・公認会計士名                       

（税理士又は公認会計士が自筆で署名してください。押印は不要です。） 

登録番号                              

事務所の名称                            

住所又は所在地                           

電話番号                              

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 売上減少申告書（関連事業者等用） 

顧問契約を締結している税理

士、公認会計士、又は申請サポート

センターの税理士が事前に売上減

少申告書の内容を確認した場合に

は、必要書類（３）「売上高が確認

できる書類」の提出を省略するこ

とが可能です。 

税理士又は公認会計士の確認署

名を取得せず、申請書に必要書類

（３）を添付し、そのまま応援金事

務局に提出いただいても結構で

す。 

詳しくは申請受付要項の４頁をご

参照ください。 

記載例 

(上限額 20万円) 
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第２－２号様式（第６条関係） 

【該当要件申告書】 
☑ 香川県内の飲食事業者と直接・間接の取引がある場合 

（※）「主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行っている場合」は 

２頁に、「主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行っている香川県

内の事業者と直接の取引がある場合は３頁～５頁に記入してください。 

令和２年１月～２月の取引の上位３取引先を記入してください。 

取引先① 

取引種別 飲食事業者  ・ 飲食事業者以外   （いずれかに〇） 

取引先名 ○○食堂 

所在地 

〒 7 6 0 － 0 0 0 0 香川県 高松 市・郡 

○○町○丁目○－○○ 

電話番号 ０８７－○○○－○○○○ 

具体的な 

取引内容 
ビールや日本酒、ワイン等の酒類を販売した。 

取引先② 

取引種別 飲食事業者  ・ 飲食事業者以外   （いずれかに〇） 

取引先名 ○○レストラン 

所在地 

〒 7 6 0 － 0 0 0 0 香川県 高松 市・郡 

○○町○丁目○－○○ 

電話番号 ０８７－○○○－○○○○ 

具体的な 

取引内容 
ビールや日本酒、ワイン等の酒類を販売した。 

取引先③ 

取引種別 飲食事業者  ・ 飲食事業者以外   （いずれかに〇） 

取引先名 カフェ○○ 

所在地 

〒 7 6 0 － 0 0 0 0 香川県 高松 市・郡 

○○町○丁目○－○○ 

電話番号 ０８７－○○○－○○○○ 

具体的な 

取引内容 
ビールや日本酒、ワイン等の酒類を販売した。 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 該当要件申告書（関連事業者等用） 

1 

記載例 
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☑ 主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行っている場合 

（※）「香川県内の飲食事業者と直接・間接の取引がある場合」は１頁に、 

「主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行っている香川県内の事業

者と間接・直接の取引がある場合」は３頁～５頁に記入してください。 

（１）と（２）の両方に記入してください。 

(１)商品・サービスの内容を具

体的に記載してください。 

 

クリーニング店を経営し、香川県内に５店舗（○○店、△△店、

□□店、☆☆店、××店）を有している。 

それぞれの店舗では、個人のお客様と直接対面し、衣類等の受

け渡しを行っている。 

(２)新型コロナウイルス感染症

の感染拡大に伴う県民の外出

機会の減少により受けた影響

の内容を記載してください。 

 

外出機会の減少により、クリーニング店に持ち込まれる衣類等

が減ったことで売り上げが減少した。 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

該当要件申告書（関連事業者等用） 

2 

記載例 



21 

 

 

 

☑ 主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行っている香川県内の事業

者と直接の取引がある場合 

（※）「香川県内の飲食事業者と直接・間接の取引がある場合」は１頁に、 

「主に対面で個人向けに商品・サービスの提供を行っている場合」は２頁に

記入してください。 

令和２年１月～２月の取引の上位３取引先を記入してください。 

取引先① 

取引先名 ○○クリーニング 

所在地 

〒 7 6 0 － 0 0 0 0 香川県 高松 市・郡 

○○町○丁目○－○○ 

電話番号 ０８７－○○○－○○○○ 

具体的な 

取引内容 
○○クリーニングに対し、○○○○を販売した。 

(１)取引先の商品・サービ

スの内容を具体的に記載

してください。 

クリーニング店を経営し、香川県内に５店舗（○○店、△△店、

□□店、☆☆店、××店）を有している。 

それぞれの店舗では、個人のお客様と直接対面し、衣類等の受け

渡しを行っている。 

(２)取引先が新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大

に伴う県民の外出機会の

減少により受けた影響の

内容を記載してくださ

い。 

外出機会の減少により、クリーニング店に持ち込まれる衣類等が

減ったことで売り上げが減少した。 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

該当要件申告書（関連事業者等用） 

3 

記載例 
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取引先② 

取引先名 ○○エステサロン 

所在地 

〒 7 6 3 － 0 0 0 0 香川県 丸亀 市・郡 

○○町○丁目○－○○ 

電話番号 ０８７７－○○－○○○○ 

具体的な 

取引内容 
○○エステサロンに対し、○○○○を販売した。 

(１)取引先の商品・サービ

スの内容を具体的に記載

してください 

上記住所でエステサロンを経営し、対面で個人向けにスキンケア

等のサービスを提供している。 

(２)取引先が新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大

に伴う県民の外出機会の

減少により受けた影響の

内容を記載してくださ

い。 

外出機会の減少により、エステサロンの利用客が減ったことで売

り上げが減少した。 

 

 

 

 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

該当要件申告書（関連事業者等用） 

4 

記載例 
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取引先③ 

取引先名 ○○塾 

所在地 

〒 7 6 7 － 0 0 0 0 香川県 三豊 市・郡 

○○町○○ ○○番地○○ 

電話番号 ０８７５－○○－○○○○ 

具体的な 

取引内容 
○○塾に対し、○○○○を販売した。 

(１)取引先の商品・サービ

スの内容を具体的に記載

してください。 

上記住所で学習塾を経営し、対面で個人向けに小学生から高校生

を対象に学習指導を行っている。 

(２)取引先が新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大

に伴う県民の外出機会の

減少により受けた影響の

内容を記載してください 

外出機会の減少により、学習塾の利用客が減ったことで売り上げ

が減少した。 

 

 

 

 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

該当要件申告書（関連事業者等用） 

5 

記載例 
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第３号様式（その２）（第６条関係） 

【誓 約 書】（関連事業者等用） 

香川県営業継続応援金の支給を申請するに当たり、下記の内容について

誓約します。 

・ この申請書の記載内容は、事実に相違ありません。 

・ この申請書に虚偽の記載があった場合は、香川県の求めに従い応援金の

全額を即時返還するとともに、香川県が提示する加算金等の支払いに応じ

ます。 

・ 香川県から立入検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合は、

これに応じます。 

・ 申請日時点において、事業を継続しており、今後も事業を継続する意思

を有しています。 

・ 申請する事業所の全てで感染拡大予防ガイドラインに基づいた感染防止

対策の取組みを行っており、その旨を事務所の入り口等に掲示していま

す。 

・ 法人税法別表第１に掲げる公共法人、政治団体、宗教上の組織・団体で

はありません。 

・ 香川県補助金等交付規則第５条の２各号に掲げる者のいずれにも該当し

ません。 
（参考）香川県補助金等交付規則 

第５条の２ 知事は、前条の規定にかかわらず、補助金等の交付の申請をした者が次の各号のいずれかに

該当することが判明したときは、知事が別に定める場合を除き、補助金等の交付の決定をしないものと

する。 

(１) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第２条第２

号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(２) 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員を

いう。以下同じ。） 

(３) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有すると認められる者 

・ 応援金の審査のため、申請書に記載の取引先に対して照会が行われるこ

とに同意します。 

・ 既にこの応援金の支給を受けていません。 

 

香川県知事 殿 

 令和３年４月 27日 

 

株式会社○○ 

代表者職名・氏名 代表取締役社長 香川 太郎 

（申請者（法人の場合はその代表者）が自筆で署名してください。） 

 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

誓約書（関連事業者等用） 

記載例 
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【チェックリスト】 
申請書類の提出前に以下の内容を確認し、□に✔を付けてください。 

☑（１）香川県営業継続応援金申請書（第１号様式（その２）） 

☑ すべての必要項目を記載し、記載漏れがないことを確認した。 

☑ 手書きの場合、ペン又はボールペン（消せるボールペンは使用不可）で記載

した。 

☑（２）売上減少申告書（第２号様式（その２－１）又は（その２－２）） 

☑（３）令和２年１月～２月と令和３年１月～２月の事業者としての県内事業所での売上

高が確認できる下記のいずれかの書類 

・売上高を確認できる総勘定元帳等の写し 

・経理ソフトから抽出し、又は表計算ソフト等で作成した売上データを出力した

書面 

・売上台帳等の写し 

・令和３年１月～２月に係る売上がゼロ（０円）である場合は、その理由を記し

た理由書(任意様式) 

以下の①又は②に該当する場合は上記書類の全部又は一部の提出が不要です。 

① （４）で提出する「法人事業概況説明書」の「月別の売上高等の状況」又は

「所得税青色申告決算書」の「月別売上（収入）金額及び仕入金額」で店舗の

令和２年の月別の売上が確認できる場合 

→（３）のうち、令和２年１月～２月分の書類の提出が不要 

② （２）で提出する「売上減少申告書(第２号様式(その１)）」に税理士又は公

認会計士の確認署名がある場合→（３）の書類全部の提出が不要 

（４）令和２年１月～２月分を含む期間の確定申告書類の写し 

☑ 添付書類の見本(申請受付要項７頁～11頁)のとおりの資料となっている。 

【法人の場合】 

☑ 「法人税確定申告書（事業年度分の法人税申告書別表一）」 

☑ 「法人事業概況説明書（１頁～２頁）」 

【個人事業主の場合】 

□ マイナンバーの部分を全て黒塗りしている。 

（青色申告の場合） 

□ 「所得税及び復興特別所得税の申告書Ｂ（第一表及び第二表）」 

□ 「所得税青色申告決算書（１頁～４頁）」 

（白色申告の場合） 

□ 「所得税及び復興特別所得税の申告書Ｂ（第一表及び第二表 ）」 

□ 「収支内訳書（１頁～２頁）」 

 

チェックリスト（関連事業者等用） 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 

記載例 
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☑（５）該当要件申告書（第２－２号様式） 

☑ 該当する要件について必要事項を全て記載している。 

☑（６）該当要件申告書に記載の取引先との取引が確認できる書類 

例：発注書、納品書、請求書、取引先からの入金が確認できる書類等 

☑ 該当要件申告書に記載の全ての取引先について、取引が確認できる書類を添

付している。 

☑（７）誓約書（第３号様式（その２）） 

☑ 申請者（法人の場合はその代表者）が誓約書の内容を確認し、自筆で署名し

た。 

☑（８）応援金の振込口座の通帳等の写し 

☑ 振込口座は、申請者が法人の場合は当該法人、申請者が個人事業主の場合は

当該個人事業主本人の名義である。 

☑ 通帳等の写しには、口座名義人、金融機関名、金融機関の(支)店名、預金の

種目及び口座番号が記載されている。（インターネットバンキングの場合、これ

らの事項が記載されたページを印刷している。） 

□（９）（香川県外に主たる事務所を置く事業者のみ）香川県税事務所に提出した「法人

県民税・事業税・地方法人特別税確定申告書」の写し 

・香川県内に主たる事務所を置く事業者は提出不要です。 

□（10）（個人事業主の場合のみ）本人確認書類の写し 

□ 本人確認書類（運転免許証、パスポート、保険証等）に記載の住所と、申請

者の現住所が一致している。 

□ マイナンバーカードの場合、オモテ面の写しのみを添付し、マイナンバーが

記載されたウラ面の写しは添付していない。 

 

受付 

番号 

（※）受付番号は応援金事務局が記入します 
記載例 


